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新しい事業の創造と展開のプロセス

一一要素の分化と結合を中心にして一一

曽

I.はじめに

本稿は，新しい事業の創造と展開のプロセス

を分析するための独自の分析枠組を提示するこ

とを目的とし，その分析枠組の有効性を確認す

るために，一つのケーススタディを試みる。

従来 I事業J(business)は必ずしも厳密に定

義され，使用されてきた概念ではない。産業組

織論の見地からは，事業は「産業」や「業界」

と同一視されてきた。そこでは，事業の創造と

展開は，新しい産業の生成のプロセスとして捉

えられ(Vande Ven and Garud 1989)，業界に

おける競争戦略の問題として論じられてきた

(Porter 1980)。一方，個別企業の見地から I事

業」は，しばしば「製品」と同じように扱われ，

両概念が明白に区別されずに使用されてきた。

それ故，事業の創造と展開の研究は実質上，製

品開発の議論に止まり，製品開発以外の事業の

創造と展開の特有の問題は無視されてきた。

本稿は後者の個別企業の見地から，製品群の

出現のメカニズムの分析を通じて事業の創造と

展開のプロセスを分析しようとするものであ

る。その際の着目点は次の 2点である。

第一に I事業」は「製品」の上位概念であっ

て，決して同列の概念ではない。すなわち，事

業は製品の形で現れ，製品群として展開される

ので，製品を抜きにして語れない存在である一

方で，事業のアイデアやコンセプトが製品の基

本的な属性を規定するというこつの側面を同時

に有する。そこで，事業と製品のこのような関

浩

係に注目しつつ，新しい事業の創造と展開のプ

ロセスをいかに記述し，分析するのかを問題と

する。

第二に，新製品と既存の事業の製品との意味

的な関連をいかに断ち切るか，新製品を新しい

事業の先駆的な存在としていかに育て上げるの

かを問題とする。事業が製品を通じて現われ，

同時に製品を規定するという関係にあるが，事

業と製品との聞には，意味的なズレが常に発生

する。特定の事業コンセプトの下で開発され，

市場に提供された新製品は，必ずしも事業コン

セプトの中に意図した通りに理解され，位置付

けられるとは限らないからである。新製品は事

業コンセプトと離れて，それと類似している既

存の製品との関わりの中で取り扱われる可能性

がある。したがって，新しい事業の創造と展開

のプロセスを分析するに際しては，新製品開発

の問題だけではなく，新製品を新しい事業のコ

ンセプトの中にいかに位置付け，製品群として

展開していくかを問題にしなければならない。

本稿では，まず，従来の文献を検討するとと

もに，それらの問題点を指摘し，本研究の位置

付けを試みる。次に，本研究の分析枠組を提示

するとともに，その分析枠組に基づき，パソナ

(株)のケーススタディを行う。最後に，研究の

結論およびその理論的な合意を述べ結びとす

る。
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II.従来の研究

新しい事業の創造と展開のプロセスは，企業

家活動，中小企業および社内ベンチャーの各分

野で論じられ，数多くのモデルが開発されてき

た。ここでは関連する文献をすべてレビューす

ることは不可能であるので，我々の問題関心か

ら以下の分類を行い，問題点を提起したい。

まず，既存の文献の中に 2つの異なったアプ

ローチが含まれていることを指摘しうる。一つ

は，事業の創造と展開のプロセスを新しい組織

の生成，成長および成熟の過程として捉らえよ

うとするものである。もう一つは，そのプロセ

スを潜在的なアイデアから，アイデアの事業化

および事業の発展の過程として議論するもので

ある。前者は，組織理論を基礎にして，事業の

創造と展開のプロセスの中で組織構造やマネジ

メントスタイノレの移行や変化に分析の焦点を据

えている。それに対して，後者は，戦略論から

の刺激や知的な支援を受けつつ，アイデアの源

泉や事業化のための資源動員およびマーケット

シェアの獲得などにスポットを当てて理論展開

をしようとするものである。

一方，上述のアプローチのどちらにも，決定

論か意識論かの異なった二つの前提が暗黙的も

しくは明示的に仮定されている1)。前者は，事業

の創造と展開のプロセスは，有機体に普遍的に

存在するライフサイクルの宿命を負っており，

事業の展開は一つの自然な過程であり，その成

熟と衰退も企業家の個人的な努力にかかわりな

1) Burrell & Morgan (1979)は，存在論，認識論，人間
性および方法論の4つの要素に関する仮定の相違を
「主観 vs.客観」の次元とし，社会の性質に関する

「レギュレーションvs.ラデイカル・チェンジ」のイ反

定をもう一つの次元とすることによってJ機能主義
者J，，解釈J，，ラデイカル構造主義者」および「ラ

デイカル人間主義者」の4つのパラダイムからなる
フレームワークを提示し，組織理論の様々なアプ

ローチをその中に位置付けている。そのフレーム

ワークは筆者に示唆を与えてくれた。

く避けられない，というものである。それに対

して，後者は，現実には事業の栄枯盛衰の現象

が多く見られるとしても，それらはあくまでも

その背後にある人間の意識や考え方の硬直化に

よるもので，人間の主体的な努力次第で事業の

多彩な展開が可能となり，決してすべての事業

が同じようなプロセスを辿る必然性はないとい

うものである。結局，この二つの異なった考え

方は，社会現象の本質についての認識の相違か

ら生じる。すなわち，社会現象は自然現象と同

じように「客観的」な「法則」をもっ存在とす

るか，それとも，社会現象は，人間の「主観」

または「問主観」が生み出す「意味的」な存在

でしかないと考えるか，の異なった前提が設け

られる。それぞれの前提の下で，前者は客観的

な法則の解明を理論の究極の目的とし，事業の

栄枯盛衰の不可避，不可逆的なプロセスを段階

モデルの構築を通じて明らかにしようとする。

後者は，現象の背後にある行為者の主体的な意

図や意味の解釈に力点を置き，新たな意図や意

味は新たな組織現象を生み出すという認識か

ら企業家の意識構造や主体的努力の分析を通

じて事業の多彩な展開の可能性を探ろうとして

いる。

上述の二つのアプローチと二つの前提から，

図1に示すような 4つのモデルが得られる。各

モデルには多数の研究が含まれているが，我々

は，共通したアプローチと同ーの前提を有する

ことを基準にして，それらの研究を一つのモデ

図l 事業の創造と展開のプロセスの 4つのモデル

¥¥¥  組織的側面 戦略的側面

決定論
モデルI

的前提
モデル3

意識論
モデル2

的前提
モデル4

一



112 (360) 経済学研究 43-3 

ルにまとめる2)。以下においては，各モデルを細

かく検討するつもりはなく，モデル聞の比較を

念頭に置きながら，各モデルの特徴を概観して

いきたい。

モデル1の特徴は，事業の創造と展開のプロ

セスを組織のライフサイクルの見地からモデル

化しようとするところにある。モデル lに属す

る各研究では，組織の成長プロセスにおける各

段階の分類の仕方がまちまちである。例えば，

Greiner (1972)の5段階説(創造性→指揮→委

譲→調整→協働)や， Steinmetez (1969)の4段

階説(直接的な監督→二重監督→間接的な統制

→事業部制組織)および、Christensen& Scott 

(1964)の3段階説(職能部門を持たない単一部

門組織→職能部門をもっ単一部門組織→複数現

業部門組織)などが挙げられる。しかし，それぞ

れの研究は i時間」と「規模」を基本変数とし

て重視する点で共通している。すなわち，時間

の推移や規模の増大は，組織を誕生から成熟，

衰退へ向かわせ，組織の構造やプロセスに変化

を生じさせる。組織構造は，公式なシステムが

ほとんど存在しない簡素なものから，職能的組

織，事業部制などへと移行するにつれ，成熟化

の方向に向かう。マネジメントスタイルは，企

業家の直接的な監督から，中間層を通じた管理

へと移行し，さらにスタッフ組織の拡大や専門

的マネジャーの出現によって企業家の使命は終

荒する。

モデル2の特徴は，組織の問題関心からアプ

ローチする点ではモデル1と基本的に同じであ

2)既存の文献の中には，この二つの基準で簡単に分類

できない研究もある。例えば，決定論か意識論かの

前提が必ずしも明白ではなく，また組織と戦略の両

サイドから同時にアプローチする研究も数多く存在

している。しかし，それぞれの研究関心がどこに置

かれるかによって，各研究を 4つのモテ、ルのいずれ

かに位置付けることができるように思われる。とこ

ろが，それぞれの研究は独自の理論背景や問題意識

を有しているので，我々の枠組みに位置付けられる

と，それらの研究の独自の文脈や問題意識はある程

度無視されてしまう。ここでは，このような分類上

の問題点を予め指摘しておきたい。

るが，組織のライフサイクルの変化を「時間」

とか「規模」などの要因に求めるのではなく，

組織の行為者，とりわけ企業家の自己認識や成

長意欲などを組織変化の究極の原因とする。例

えば， Stanworth & Curran (1976)は，従来の

中小企業の成長の段階的モデルの根底には，自

然科学のように客観的な法則発見の志向性が強

く，社会現象の基本属性としての「自己言及」

や「自己成就」が無視されたことを批判した上

で，企業家の「潜在的な社会アイデンティテイ」

Oatent social identity)の重要性を力説しよう

とした。彼等によれば，企業家のアイデンティ

ティについての自己認識には 3つの類型があ

る。すなわち，仕事に充足感を求める「職人J，

利潤追求を最大の関心事とする「古典的企業

家J，経営ノfフォーマンスを通じて社会的評価を

得ょうとする「マネジャー」である。なぜ多く

の中小企業は成長し，逆に多くの中小企業は「中

小」のままでいつまでも脱皮できないのか，ま

たなぜ組織構造やマネジメントスタイルは変化

するのか。 Stanworth& Curranはそれらの現
象を説明するのに，企業家のアイデンティティ

の形成と変革，すなわち「職人」から「古典的

企業家」へ，さらに「マネジャー」への，自己

再定義が最も根本的な原因として重視されるべ

きだと主張している。

一方，成長意欲に関しては，企業家が事業を

成長させるか否かの問題は，決して経済学で想

定されていたような自明なものではなく，多数

の主観的要因が絡まっている。Davidson(1989) 

のスウェーデンの中小企業400社に対するイン

タビュー調査の結果によると，企業家の成長意

欲と成長による収益の期待の聞には強い相関関

係があるが，非経済的要因である自律性の増大

や自己実現の要求も企業家の成長意欲に強く影

響する。また，多くの場合においては，成長に

よって自らの支配力が脅かされたり，従業員の

福祉が犠牲にされたりすることが-il予想され

ると，仮に望ましい経済効果があっても，成長

意欲にはならないのである。
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図2 モデル3とモデル4の比較
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上述の 2つのモデルと違って，モデル3とモ

デル4は，正面から事業の創造と展開のプロセ

スを取り扱おうとする。しかし，両者の際立つ

た相違は，決定論か意識論かの異なった仮定に

ある。その相違は図2のように端的に現われて

いる。

モデル3は事業のライフサイクルの仮説を与

件としてモデ、ルの根底に据える。このモデルに

属する諸研究には，段階の分け方や名称の付げ

方が異なるとはいえ，事業が導入期から成長期

へ，さらに成熟期を経て衰退期に入っていく，

という考え方が共通した特徴として見られる。

導入期は，企業家が製品・サービスのアイデアを

事業化することから始まり，製品・サービスが市

場における地位を獲得するまでの低成長，低利

益率の期間をいう。成長期においては，製品・

サービスの成功により市場における存在が目立

ち，売上高と利益率が急増する。しかし成功す

ると同時に，多数の競争者が市場に参入し，シェ

ア競争の激化や成長の鈍化が必至となるので，

成熟期や衰退期に入ることは避けられない，と

いう。

多くの研究者は，そのような事業のライフサ

イクルの考え方を無批判に受け入れ，自らの研

究をライフサイクルにおける特定のフェーズに

限定し議論を展開する。例えば，Webster (1975) 

は，事業のS型曲線を 5つのフェーズに分けた

上で，フェーズ Iをさらに 6つの段階に分割し，

ベンチャー企業の成功と失敗に導く異なるコー

スやターニングポイントを明らかにした。Ham-

brick & Crozier (1985)はフェーズIIに研究を

絞って，成長期における事業の阻害要因として，

規模の急拡大，企業家の過信，組織内の混乱お

よび資源需要の急増の4つを指摘し，それらの

匝害要因をいかに克服するかの課題を提示し

た。一方， Churchill & Lewis(1983)やBurns

(1989)は，事業の成長に伴って変化する戦略的

要因を，企業家に関連する 4つの要因(目標，オ

ペレーション能力，マネジメント能力および戦

略的能力)と，事業に関連する 4つの要因(資金，

人的資源，経営システムおよびビジネス資源)と

し，事業の発展段階ごとにそれらの要因の重要

性がいかに変化するかを分析した。

モデル4は，事業のライフサイクノレ現象を否

定しないが，ライフサイクルを独立変数ではな

く，従属変数としてしか考えていない。すなわ

ち，事業の展開は，一つの自然なプロセスでは

なく，企業家の主体的な努力や成長のマネジメ

ントの能力の知何によって， S型曲線と違った

道筋を辿って変化していく可能性がある。金井

(1983，1985)は，具体的なケーススタディを通じ

で，細分化された市場，製品，資源，組織の聞

に一貫した関係を作り出し，それらをタイトに

結び付けていく戦略的ノfターンの形成に中小・

中堅企業のテイクオフと成長の条件を求めなが

ら，戦略を形成するに際して中核となっている

のがドメインの定義と再定義であることを指摘

している。 Sexton& Bowman-upton (1991) 

は，企業家の成長性指向と成長管理能力の二つ

の要因を取り上げ，それぞれを高と低に分類し，

高い成長性指向と高い成長管理能力を同時に備

えた企業家は，事業の高い成長率をもたらす。

そのような企業家は，初期の高成長段階を過ぎ

ても，新たな成長機会を模索し，それを事業に

結びつけることによって，図2のモデノレ4に示

されるような成長の追加的パターンが得られ

る。一方，大滝(1992)は，ベンチャー企業の成

長を二つのフェーズに分けている。フェーズ I
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における関心は嫡到の製品・サーピスの開発と

供給にあるが，製品・サーピスの成功は競争議の

を招きやすし成長の鈍化に繋がるので，

新たな戦略が求められる。このような戦略の懇

請から，ブェ…ズ立においてはドメインの再構

築ないし諜耕が行われ，それによって新たな急

成長を溜えることができる，と指繍した。

さて，以上のように既若手の罰究ぜそ簡単にレ

ビューしてきたが，内零にさらに立ち入る換討

は，ここでは控える。結論からいうと，我々の

問題関心はモデル4におかれる。その理由は次

の2点、にある。まず，新しい事業の鎖造と展開

のプロ々スを解明するに当たって，組織と戦略

の需サイドからアプローチずることが必要であ

るが，境存の文献では，事業の震関と組織構滋

やマネジメントの変fととの関係についての設階

的モデルの構築が構撤イじされている一方で，戦

略的務部から接近する研発も少なからず存主す

るが，研究の歴史が割合浅いこともあって，

展ずる余地はまだ多く残されていると思われ

る。次に，同じ戦略的アプロ…チを取るにして

も，決定議か意識論かの前提の違いは，研究を

った方向や結果に導く。決認識の麓援に立

てば，ライフサイクノレにおける各段賠で取りう

る戦轄が諜られるので，新たな理論機関や瀦祭

が容易に得られないであろう。したがって，本

稿はモデル4のアプロ…チを採用し，以下の議

論をそのモデルに鎮定して進めていくことにす

るο

モデル4に属する告を訴究は我々に多くの示駿

えてくれた。中でも最も襲要なメッセージ

としては，事業創造だ、けではなく事業展開のプ

ロセスそ促進する原動力が企業家韓神に飽なら

ない，ということである。稜来お考えでは，ア

イデアを事業イとするに当たっては，企業家の役

割が援要であるが，事業のその後の関関につい

ては，食業家の投書jが考章、されるどころか，企

業家と経営者の役欝交替そいかにスムーズにす

るかむ問題ばかりが強欝さされたり，またマーケ

テイングの問題として片付けられたりしてきた。

その意味では，金井(1983，1985)の「テイクオフ

と成長におけるドメインの定義と禅定義の主主要

や， Sexton&Bowmarγupton (1991)の「成

長の追加的パターンの創造」や，大滝(1992)の「フ

ェーズ11におけるドメインの再構築ないし瀦

耕」などむ諮識には，議要な示唆が込められて

いる。設々は彼等の研究成果を踏まえながら，

さらに以下のような問題点を器越したい。

「事業」という捜索:は，具体性を持っ

た「製品J (またはサ…ピス，以下関じ}の上位

概念~'t"ある。脅い換えれば，事業は製品群によっ

て構成される。したがって，製品群の出現のメ

カニズムを通じて，事業の創造と襲謂のプロセ

スを解萌するのが有効であろう。しかしながら，

製品開発の議論だけでは，事業レベルの問題の

すべてを説坊できるとは悪えない。というりは，

事業の創造と農擦を一つの「間J の形成のプロ

セスにたとえれば，製品開発はその平関上の

「点」的な存在に逸ぎず r面」を「点j だけに

求めるのは無理で，多数の「点」を結び付ける

ことによって始めて「蕗」の存在や形が浮き彫

りになるからであるο すなわち，製品群の多彩

な展開の背後には， ンセプトの構翠やド

メインの設定などが諒されている。ぞれらの抽

象的なものに分析のメス後入れないと，

全体像を杷爆することは閤難?あろう。ところ

が，従来，そのような抽象

と具体レベルの製品群の樗題そ共に射穣に入れ

て分析しようとする研究は皆無に等しい。

第二に，事業の腿関がうライフサイク

されるものではなし人聞の努力次第で多様な

可能4性に富んだ社会現象だというモデル4

え方に控えば，その撰欝むプロゼスのrドでは，

幾っか議要なヱポックそ闘する転換期が存症す

るはずである。例えば，導入期から成長期へ移

るに際して，いかなる饗罷が事業の成践を

するのか。また，事業を成熟化にj向かわ

せずに，絶えず或長させ続けるのは，いかなる

要因が畿いているのか。モデル4の各研究は，

それぞれの分析焦点の置さ方や使われる概念の
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相違があるものの，それらの疑問に答えようと

する点で共通しており，この分野の研究に知的

な基盤を提供している。しかしながら，事業と

製品の二つの異なるレベルの現象を明白に分け

る必要があるという我々の問題関心からすれ

ば，事業の創造と展開のプロセスの中では，事

業コンセプトの意味や意図が製品群の開発を通

じていかに具現化されていくのかは，最も重要

である。すでに述べたように，特定の事業コン

セプトの下で開発され，市場に提供された新製

品は，必ずしも事業コンセプトの意図した通り

に理解され，位置付けられるとは限られない。

したがって，事業と製品との間に生ずる意味的

なズレをいかに解消するかの問題に正面から取

り組むのは，事業の創造と展開のプロセスの解

明にとって重要であるように思われる。

次節では，以上の2つの問題点を踏まえなが

ら，我々の分析枠組を提示していく。

III.分析枠組

本研究の分析枠組は，次の 2つの問題意識に

端を発している。一つは，事業と製品の二つの

異なるレベルの現象を統一的に説明するため

に，分析単位をどこに設定するかの問題である。

もう一つは，事業の創造と展開は一つの経時的

なプロセスであり，いかなる基準をもってその

プロセスをフェーズ別に分類するかの問題であ

る。

従来，事業は「市場」と「製品」の 2つの側

面から捉えられてきた。Abell(1980)によれば，

このような考え方には，顧客機能という重要な

要素(次元)が見落とされている。なぜなら I市

場」には顧客と顧客機能の二つの要素があり，

「製品」には技術と顧客機能の二つの要素が含

まれているからである。したがって，事業は，

「市場」と「製品」の二つの側面から捉えられ

るのではなく，何(機能)を誰(顧客)にいかに(技

術)提供するか，というWhat，Who， Howの三

つの要素をもって定義されるべきである。

一方，製品がニーズ(What)とシーズ(How)

から生まれる，という見方は一般的となってい

る。しかし，事業は3要素で定義されるのに対

して，なぜ製品は2要素で捉えられるのか。な

ぜ製品には顧客 (Who)の要素が考慮されてこ

なかったのか。伝統的な考え方では，製品開発

にとって重視されるべきニーズは，あくまでも

対象市場における最大公約数としての一般性の

高いもので，ニーズの持ち主としての顧客が顔

のない存在であり，無視されても差し支えな

かったからである。ところが，経済の高度化に

伴うニーズの急速な変化やニーズの多様化が進

むにつれ，製品開発におけるユーザーの重要'性

が認識され，消費者を製品開発の中に組み込む

ことが要求されてきた(Von Hippel 1986)。ノ

ウフウ(Know-Who)は，ノウホァト (Know

-What)やノウハウ(Know-How)と並んで，製

品開発における戦略的要件としてクローズアッ

プされつつある。すなわち，製品は事業と同じ

ように 3要素で捉えられるようになってきて

いる。

このように，事業と製品は，顧客，機能およ

び技術という 3つの同じ要素から成り立ってい

る。したがって，分析単位を要素のレベルに設

定すれば，両者を同時に捉えることができるよ

うに思われる。ところが，事業と製品は同じ要

素を持ったとしても，要素の意味するところや

重視される焦点が違う。事業にとっては顧客，

機能および技術のそれぞれの要素がいかに広

がっていくかの広がりのプロセスが重要視され

る。それに対して，製品の要素は I広がり」が

問題とされるよりも，多岐に広がった事業の要

素をいかに結び付け，製品に結晶させるかの組

み合わせの問題が分析の重点となる。したがっ

て，以下では，事業と製品の共通点を要素に求

めながらも，要素の「分イ七」と「結合」という

こつの概念を用いて，事業の広がりのプロセス

と多様な要素の組み合わせによる製品群の出現

のメカニズムを記述され，説明される。

二つ目の問題については，我々は 3フェーズ



116(364) 経済学研究 43・3

の分類を器案したい。プロセスにおげるフェー

ズの分け方には，研究者のプロセスについての

党方が反映される。 伊jえば，モデル3における

導入期，成長期および成熟・衰退期の分額には，

イアサイクルの存在に対ずる研究者の肯

定的な見方が想定されている。モデル4の成長

パタ←ンは，ニつのフェーズの墳践で新たな成

長軌道の鶴還が可能であると想定されている。

我々の3ブェーズの分類の背後にある

え方は，国3に示されるo すなわち，

業の鶴港と震関のプ口々スは，事業コンゼプト

の羅立，事業コンテクストの形成およびコンセ

プトの異議先の3つの臭なったブニc-ズから成

り立っている。製品との関係をみてみると，

フェーズ Iにおける事業コンゼプトの確立は，

新しい製品の開発と擬挟として現れる。事業都

道についてのを持費は，基本的にこのフェ←ズの

1活動を対象にして行われる。フェーズ Iをさら
しく分析してみると，幾っか繋的に異なっ

た段賠が符夜する。例えば，強稿(1992a，1992b) 

では，醸成，構懇および実行の 3段轄の分譲が

行われてきた。本研究は事業創造の問題に止ま

らず，事業のその後の壌調も分析の射程に入れ

ているので，ここではフェーズ Iの詳細

る。

ブニιーズ Iでは，事業コン1!プトに慕づいて

新製品が開発怒れ，市場に提供される。事業コ

ンセプトの持つ窓味や:露関は，製品という具体

的な媒体を通じて市場にアピーノレずる。ところ

がラ新製品がいかに露英語的なものであっても，

図3 事業部滋と展開プロセスにお汐る3つのブエーズ

フェーズ

コンセプト コンテクスト コンセプト
者募業| の確立 の形成 立〉呉現化

製品

£、ず鎖似の既存製品と比較される(Clark

1985)九それらの既存の類叡製品は，臨有の

メッセージや使用髄{震を持ち，すでに独自

味領域を点めている(榊原1992)九したがっ

新製品が事諜コンセプトの意味や窓際と離れ

て，類似襲品とむ爵わりの中で理解される可能

性は十分にある。あるいは逆に，新製品が車場

に導入される蔀に，事業コンセプトの持つ藤味

や窓屈はかならず、しも明瞭的ではなく，新製品

導入後，市場からのブイ←ドパックによって形

成されることも十分考えられる。石井(1993)は，

コンセプトは予め考えられるような明瞭かっ一

義的なもむではなく，コンテクストが変わると

その意味は簡単に変わってしまう，と指輪して

いるo いずれにせよ，フェーズ Iで，事業コン

3) Clark (1985)によれば，新しい警察業の初期段階にお

は，その新製品の火半が従来の製品によって定

義2される。 Cl設すkは， ].A.Howardの研究を引用しな
がら，新製品についての薮客の学議過程には，分類

と区別のごつの潟演が議lJtldれうると務播した。分
類は，よく知らない製品を類似，関連した他の既知

製品と結び付けることである。区別は，分類された

グループのじゃから新製品の特'1設を明らかにすること
である。伊jえば，厳重手が初めてアスパラガスを見た

としよう。磁害容は製品そ評備する問題に直関すると，

まず、総物という範礁に分類し，ぞれから，経験に基

づいてアスパラガスをより正確な総務伊;えば緑野

菜)にほ怒号することができるだろう。

~ 
アスパラガス 大豆

索色

機物

¥ 
非食物

果物

4)製品の窓嫁綴媛というのは，製品がその特有の機能

をそ通じて雲市場に一定のメッセージを発しており，

市場の中で一定の位鐙を占めていること後援すもの

である。榊主主(1号92)はどんな製品にもある種の

メツゼージがあり，使用倣{穫があり，意味がある。
ある製品が我々の身の回りに存続しているという事

実は，その製品がタj等かの滋味を持って， -iEの領

岐を示しているということマある。製品が製品とし

て存在し続けるのは，製品が3気味に満ちた領竣~総

巡し，それぞ占有し絞げられるからであるりと指摘

し，豊富主主導挙前を使って，企業と市場との関のやり

取りのやから特定の製品の意味はいかにきと家れてく

るかぜを分析している。{榊原 1992~お 4 章を参照)



1993.12 新しい事業の創造と展開のプロセス 曽 117 (365) 

セプトが確立され，新製品が開発，提供された

とはいえ，事業コンセプトと新製品についての

意味解釈や位置付けは，多義かつ流動的で，両

者の聞には，意味的なズレが常に存在する。そ

のズレを解消することによって初めて，事業コ

ンセプトの意味や意図が特定化され，市場に提

供された新製品が既存の類似製品との意味的な

関連を断ち切られ，独自の意味領域が形成され

る。我々は，このプロセ久を「事業コンテクス

トの形成」と称し刊事業コンセプトの確立に続

く第2のフェーズとして分類する。

このように，フェーズIIにおける事業コンテ

クストの形成の重要性は，事業コンセプトの意

味や意図を特定化するとともに，事業コンセプ

トに基づいて開発された新製品の独自の意味空

間を獲得することにある。事業コンセプトが同

じであっても，置かれた事業コンテクストの違

いによってその意味が変わるので，フェーズII

が果たす役割は，事業のその後の展開の枠組み

を作ることである。したがって，フェーズIIIに

おける事業展開は，特定のコンテクストに置か

れた事業コンセプトを具現化するプロセスであ

る。事業コンセプトの具現化は，図3に示され

るように製品群の出現を通じて実現される。

以上，我々は，事業と製品の二つの異なるレ

5)コンテクストという概念は，製品の意味を規定する

ものとして重要視されてきた。しかし，その中には，

提供された製品がいかなる状況の下で使われるかの

消費コンテクストと，企業がいかなる状況の下で製

品を提供するかの事業コンテクストの二つが識別さ

れうる。前者は，製品が企業の思わぬ顧客層に，思

わぬ用途で使われることによって，製品の意味が不

確実的なプロセスを通じて決められる，ということ

を説明している(榊原1992，石井1993)。それに対し
て，後者は，製品の意味生成における企業の主体的

な役割に主眼を置いている。例えば，榊原(1992)は，
企業が消費者に認知の判断基準としての「停泊点」

や「スキーマ」を提供することによって，製品の意

味領域の生成に影響を与えることが可能で、あると指

摘している。本稿で言う「事業コンテクストの形成」

は，後者の意味で使われている。しかし，提供され

た製品に対する意味付けの認知操作ではなしこれ

からの事業展開の方向付けの戦略的な問題に焦点を

合わせている。

顧客

機能

技術

図4 分析枠組一要素の分化と結合

② 

① l 

万;;;//方CUk
C
1 
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二当
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フェーズI フェーズII フェーズIII

iの結合 :事業コンセプトの確立→新製品の開発

ijの結合 :事業コンテキストの形成→製品の意味領域の獲得

ijkの結合:事業コンセプトの具現化→製品群の開発

ベルの現象を明らかにするために，顧客，機能

および技術の 3つの要素を分析単位とするとと

もに，事業の創造と展開のプロセスを 3つの

フェーズに分けて論じてきた。この両者を組み

合わせることによって，図4に示すような分析

枠組が得られる。

フェーズ Iではアイデアの事業化が基本的活

動であるが， Ci-Fi・Tiの結合(以下の結合と

する)による事業コンセプトの確立と事業コン

セプトに基づいた新製品の開発がポイントとな

る。新しい事業には新しいアイデアがある。事

業アイデアを分析してみると，顧客(Ci)，機能

(Fi)および技術(Ti)の 3つの要素が含まれる。

3つの要素が結合されると，事業の「核」とな

るコンセプト 6)が確立され，新しい製品の開発

として現れる。

6)ここで言う事業コンセプトは，事業のドメインとい

う概念と混同されがちである。事業のドメインを顧

客，機能および技術の 3つの要素から定義するとい

う Abellの考え方は，広く受け入れられている。し

かし，新しい事業を創造するに当たって，事業の広

がりをどの範囲までにするかのドメインの決定より

も，その広がりをいかにつくっていくかのプロセス

が重要である。したがって，本稿では，フェーズ I

における 3つの要素の結合を事業のドメインではな
く，事業コンセプトの確立と称する。なお，事業コ

ンセプトと製品コンセプトの基本的な差異は，前者
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ところが，すでに述べたように，フェーズ I

で確立された事業コンセプトの意味や意図は必

ずしも自明のものではなしまた，提供された

新製品も必ずしも事業コンセプトが意図した通

りに位置付けられるとは限らない。したがって，

フェーズ11における事業コンテクストの形成が

必要となる。そこで，事業コンテクストはいか

に形成されるかを分析する際に，我々はそれを

事業要素の分化と結合に求める。すなわち，

フェーズ11における事業の 3つの要素が iから

ijへと分化7)し，CijoF!j・T!jが結合されること(以

下， ijの結合)によって事業コンテクストは形成

される。

ijの結合によって形成されたコンテクスト

は，事業コンセプトの意味や意図を特定化させ

たり，新製品に新たな意味領域をもたらせたり

すると同時に，フェーズ凹における事業展開の

方向や枠組みを決定する。要素別にみると，

フェーズIIIにおける事業展開は，事業の 3つの

要素の分化がさらに繰り返され(jj→ijk)，各要

素がijkレベルで多様に結合されることによっ

て行われる。Cijk・Fijk・T!jkの結合(以下，ijkの結

合)を通じて，製品群が開発され，事業コンセプ

トが具現化される。再び「点」と「面」の比轍

で説明すると，製品群という多数の「点」が現

れ，結ぼれることによって初めて，-面」として

の事業の形が明白になり，事業コンセプトの持

つ意味や意図が明らかになってくる。事業展開

は，単一の製品に頼って成長してきた場合を除

けば，このような製品群の開発を通じて実現さ

には各要素の「広がり」が暗示されているのに対し
て，後者にはその「広がり」が含まれていないこと
である。
7)ここでは，要素の「分イL という概念は，新たなサ
ブ次元の識別(例えば C，から Cl1と C12が導き出
されること)と新しい次元の発見(例えば，C， から
Cl1と C21が発見されること)と，の二つの意味で使
われている。すなわち，事業展開は，フェーズ Iで
確立されたコンセプトが細分化することによって行
われるものと，新たな要素を事業コンセプトと結び
付けることによって展開されるもの，の二つのケー
スが考えられる。

れる。事業展開は最終的に売上高の増大につな

がるが，その根本的な原因は事業が製品として

ではなく，製品群からなる事業としての存在が市

場に浸透したところにあるように思われる。

以上のように，我々は事業の創造と展開のプ

ロセスを 3つのフェーズに分けて説明してき

た。ところが，事業は成功するほど，その市場

における存在が目立つようになり，多くの競争

者が市場に参入し，;験烈な競争を繰り広げるよ

うになる。そこで，事業は成熟化へ向かうか，

それとも新たな成長軌道に乗るかの分岐点に直

面する。我々の分析枠組に基づけば，持続的な

事業発展を可能にする方法は基本的に，図 4の

二つのループによると考えられる。

lレープ①は，既存の事業コンセプトの下で，

新たな事業コンテクストを形成することによっ

て持続的成長を可能にしようとするものであ

る。上記のように，事業コンセプト(事業の核)

は3つの要素の結合によって構成される。しか

し，事業コンセプトの持つ意味や意図は，その

置かれているコンテクストによって異なってく

る。事業の核が同じであっても，違うコンテク

ストの下に置かれれば，新たな展開が可能となる。

ループ②は，事業コンセプトの再構築による

成長である。その特徴としては，既存のコンセ

プトを否定せずに，その枠を拡張して事業コン

セプトを再定義することが挙げられる。 Sexton

とBowman-upton(1991)の「成長の追加的ノf

ターンの創造」や金井(1983，1985)と大滝(1992)

の「ドメインの再定義(再構築)Jなどの指摘は基

本的に，このループに相当するものと思われる。

次節では， (j末)ノfソナ8)の人材派遣事業の創造

と展開のケースを取り上げて，3つのフェーズに

おける事業の各構成要素の分化と結合がいかに

行われるかを具体的にみていくことにする。

8) (株)パソナは， 75年11月に「マンパワーセンター」
として創設され， 79年 5月に「テンポラリーセン

ター」に社名を改め， 93年 6月に二度目の社名変更
を行い，現在の「パソナ」となった。
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IV.ケーススタディ 9)

パソナは， 75年11月に女性を対象とした人材派

遣会社として設立され，以後，人材派遣を中心

に中高年者の再就職や女子大生の就職ガイダン

ス，ベンチャービジネスの育成などの事業展開

を多彩に行い，現在では業界にトップの座を占

め，人材に関する総合コーディネート企業へと

発展している。

4.1フェーズI一一事業コンセプトの確立と

新サービスの開発

パソナの人材派遣事業のアイデアは，創業者

の南部靖之(現代表取締役)の学生時代の就職活

動の体験から生み出されたものである。 1975年

当時，企業は石油ショック直後の減量経営で正

社員の採用を手控えていた。一人を採用してし

まうと，一生の面倒を見なげればならないから，

人件費が大変だというわけであった。ところが，

どの会社も忙しくて，社員は夜遅くまで残業し

ていた。これはそのときだけ忙しいので，一年

中で忙しいわけではないのであった。一方，南

部は，学習塾を運営した経験があって，生徒の

母親と日常接触する中で，高学歴で実務経験の

ある多くの母親が育児を終えて働きたくても，

適切な職場がないことを知っていた。それなら，

忙しい時期に人を雇いたい人と，働きたくても

働く職場のない人とを結び付ければ，企業も主

婦も大変助かるのではないか，と人材派遣事業

のアイデアが浮かび、上がった。

南部は，この発想、の下で，380万円をもって会

9)本稿のパソナのケーススタディは，主に書籍，雑誌

および新聞などで公表されている資料を，我々の分

析視点から再構成されたものである。資料に若干の

不明確な点については，電話による調査を行った。

なお，主な参考資料は以下のようなものである。

・テンポラリーセンター編『テンポラリー白書」実

業之日本社， 1986年.
・南部靖之著「起業家精神で挑む』日本生産性本

部， 1986年.
・宮本淳夫著「哲学なき企業は滅ぶ』産業能率大学

出版部， 1985年.

社を設立した。創業当時，得意先をいかに増や

すか，スタッフをいかに確保するかは，アイデ

アの事業化の成否を決める問題であった。定期

的に新聞広告を出しスタッフの拡充につとめて

いたものの，まず仕事がなければ話にならない

ので，どうしても営業優先となった。地道な営

業活動を行いながら，机と電話と知恵だけが頼

りの人材派遣業は，企業と主婦労働を結び付け

るためには，顧客の信用が最も肝要だ，と肌で

感じるようになった。顧客の信用をつかむため

には，企業を一社一社訪問して口説いて回るや

り方と，高い値打ちを身につけて自らのプレゼ

ンスを社会に注目してもらうやり方の二つがあ

る。前者は，南部は毎朝社員の前で I光る光る，

頭が光る，体が光る，一番輝いて光るのは足の

裏である」というある詩人の詩の一節を繰り返

したが，ともかく足で稼ごうという南部流のこ

図5 事業要素の分化(パソナのケース)

/C1l1 日本企業

/二--C112:外国企業
_____cll : ~三ァ一一一 Cl13 :大企業

顧客ICl~ 小 ¥ミ¥C1I4:中堅・中小企業
I 一回 . 

臨時職員を | し 115・

必要とする企業 cぶス夕、yフ(女性と中高年者)

/F111:事務的サービス

/'二__F1l2:専門的サービス
_____FII :ぐ三了一一一一F1l3:中介的サービス

機能IFl~ 小 ¥〈ケF1l4:教育的サービス
必要なときだけ、 .1'115・

必要な人材の l 

F21:スタップの育成(教育と後方支援)
提供

/T1I1:自力で市場開拓

/ ____T1I2:他社と提携

_____TII :をと一一一T1l3:教育・訓練システム

技術ITl~ 小 ¥〈子T114:採用・登録システム
| ¥Tl1<; : …・・

企業と主婦 | 

労働を結び T21:パブリシティーの活用

付ける

フェーズI フェーズII フェーズIII
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~6 築業婆素の絡会と製品群のお現{パソナのケ}ス}

者普ぎ提

製品

の「毅メこよく現れている。後者は，創業後まも

なく大阪の地盤がまだ閤まっていない時期に東

京への進出を渠たしたことや，東京と大盟主の事

務所を分不相応の一等地のピlレに移較したこと

などの一連の並外れた行動に見られるo この陪

輪による努力を通c;て額客の開拓が蝦舗に進

み，事業基撃が臨まるようになった。また，そ

うした姿勢は，後に当社の独自の経営ノウハウ

を確立させる累点となったものである。

以上の認識から，次のようなことがいえる。

第 1に，パソナの人材派遣事業のアイデアは，

臨時職員を必要とする企業(Cj)l心必要なとき

だけ品袈な人材(Fj)を，企業と主婦労識を結び

付けること(Tj)によって諜供するという 3つ

の繋素から成るものである{悶5を参照)。留6

に示すように，これらの要素の結合によって，

Cj'F1・Tjからなる事業コンセプトが鶴立され，
i“人材派遣」というサービスの形で市場に提供

さオもた。

2に，事業コンセプトはその後の多岐にわ

たる事業展織の中で核となる部分を占めてい

る。そむエッ1:::ンスは，器成長期に入った企業

に新しい柔軟な羅揺形態安謹案ずることと，働

く場所を欲する主織を支饗することの二つにあ

る。しかし，事業コンセプトのこのよう

は必ずしも自明のものではなく，-人材採

遣」というサーピス会連して自己表現するしか

ない。一方，人材派遣業は古くから存夜してお

り，車場の中で独患の役割を果たし，毘有お意

味領域を占めていた。パソナが自らの事業を

従来の人材派遣業と異なる新しい事業として展

開していくためには，その援f共された「人君禄

サービスに新たな龍用価値や態味領域受持

たせる必要があった。

ふ2フェーズII-事業コンテクストの形成

と新たなサービスの意味空間の護持

パソナは，産業界が高裁成長からー蓋して低

成長期に兜入した転換期に創業された。低成長

による成熟社会への移行は，人材派議事業の大

きな社会背景であるJ高齢化社会の務来Jと「女
性の社会進出Jの二つの現象は，このような社

会背景の典型的な現れである。

平均寿命む増大や出生率の器下による高齢化

は，大きな社会問題としてクローズアップされ

てきている。しかし，高齢化現象は，単なる人

口統計上の社会問題だけではなく，企撃の職場

の年齢構成にもよく現れる。高竣成長時代の大

量採用のツケが回り，企業内では高齢化が急

ピッチで進んでいる。企業は，増大する在職中

高年者に対する高い給与の支払いや退職後の再

説磯の世話などの躍で護圧を感じるようになっ

てき

一方， {，居成長期に入ると，悪用閣では，新規

採沼を減らしパートやアルバイトを増やす変化

が見られる。しかし，パートやアルバイトは社

員の補助的な業務しかこなせないため，企業は，

社員と関等の役離を巣たせ，しかもあらためで

教育を必要としない際戦力の外部の人材を活m
すること伝求めるようになってきている。この

ような社会的背景の下で，女性の社会進出が畏

ましく進み，とりわけ商学駿で専門的な技能

を持つ女性の社会参加意識が言語まっている。

パソナの人材・派遣サービスは，このような社

会背景の下で提棋された。しかし，人材派遣業

は謡ってみると，江戸時代の昔からあっ

であるし，昭和40年代から企業業務を請け負う

処務事業として発援してきた。人材派議サービ

ス自体は，その背後にある事業コンセプトと切

り離されてみる k決して薪しいものではない。

ると，パソナが擬供した人材派遣霊サー
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ビスは，必ずしも新しい社会背景と関連付けて

理解される必然性がなく，仲介業や業務請負処

理業などの従来の文脈に位置付けられる可能性

も十分ある。後者の場合では，パソナの人材派

遣サービスは，ただ古いものの焼き直しにすぎ

ず，新しい事業として展開していくのが困難で

あった。

パソナは，人材派遣を事業の根幹に据えなが

ら「女性の社会進出」と「高齢化社会の到来」

という大きな社会問題に正面から取組み，その

中で自らの果たすべき役割を考え，次のような

二つの方向を追求してきた。

一つは，女性を対象とした教育の充実や，女

性にとって理想的なワークシステムの確立であ

る。前者は，広く女性一般を対象とした意識面，

実務面にまたがる教育によって，女性の社会進

出を全面的にパックアップするものである。し

かし，女性には「家庭」と「仕事」の両立とい

う避けては通れない問題が付きまとう。真に女

性の社会進出を促進するためには，女性にとっ

て家庭と仕事を両立しうるような職場が開発さ

れる必要がある。

もう一つは，定年退職者の経験や機能をいか

に生かすか，また定年を前にしている現役者の

転職や再就職をいかに援助するかの問題であ

る。「人生八十年」が現実のものとなった日本に

おいては，定年後の人生は二十年以上もあり，

肉体的にも精神的にも十分働ける年齢層が増加

しつつある。それらの人々の知恵は，一つの大

きな無形資産となっており，活用されなければ

ならない社会資源である。一方，団塊の世代の高

齢化とともに，多くの企業が余剰人員を抱える

ようになり，ホワイトカラーでも関連会社への

出向や希望退職者の募集対象とされるように

なってきた。パソナは人材派遣サービスを通じ

てそのような人々の抱えている問題や悩みを解

決しようとした。

以上のような積極的な取り組みを要素別に分

析してみると，図5に示すように，フェーズII

における事業の3つの要素には，従来の人材派

遣サービス (Cll・Fll・Tll)に加わえて，スタッフ

の教育や後方支援のための要素 (Cz1"Fz1・TZ1)

が新たに登場してきた。

パソナの人材派遣事業は，企業と主婦労働の

ニーズを同時に満たすことによって成り立つも

のである。ところが，創業当時，主婦労働は，

企業のニーズを満たすための既存の外部資源と

して位置付けられてきた。得意先が増えるにつ

れて，スタップの確保が問題となり，また女性

が単純業務から事務職を志向する傾向が強まる

につれて，スタップの教育や後方支援は，パソ

ナの新しい課題となった。C1からC llとCZ1へ，ま

たFlからFllとFZ1への展開は，そのような要請

に起因する。しかし，スタップの教育や後方支

援が単なる自社の経営資源の獲得か，それとも

より大きな社会的意義のある活動かは，パソナ

のやり方次第によって決まる。パソナは，ネッ

トワークづくり (Tll)によって女性や中高年者

を組織化しながら，それらの活動を自社の資源

獲得よりも，-女d性の社会進出」や「高齢化社会

の到来」という社会問題の解決として位置付け

た。そのような位置付けによって，また時代の

ニーズに合った企画を打ち出すことによって，

マスコミの注目を引き寄せる。マスコミの注目

は，女性の社会進出や高齢者の問題への関心を

高める一方で自社にとって絶好のPR活動にな

る。ぞれはパブゃリシティの活用(TZ1)に他なら

ない。

図6に示すように，パソナは，スタッフの教

育や後方支援という新たな要素の結合(CZ1"

F21・TZ1)を通じて，事業の根幹である人材派遣
(Cll・Fll・Tll)を「女性の社会進出」や「高齢化社

会の到来」の社会背景と関連付けようとした。この

ような事業コンセプトを特定の社会背景と結び

付ける試みは，事業コンテクストの形成である。

具体的にみると，パソナの事業コンテクストの

形成は，一連のサービスの提供やイベントの企

画を通じて行われてきた10)。それらは，どれも社

10)事業コンテクストの形成に関わる活動は，以下のよ
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に答えた質の高い企酷であると開時

に，非雷利的慨溜に主畿をい置く活動でもある。

結果的には，マスコミに話題性を提供し，マス

コミの麓体によって大きな社会反響をもたらし

た。例えば rテンポラリー ガイダンスプラザ」

は，無料で各種の活動後議じて女子学生の就識

を支援する目的として，80年2月に開設された能

力開発機関であるが，龍設の新館発表を行った

EIは，全悶から関い会わせの電話が殺裂し，

後日の説明会を開催した時には， 1000各そ超え

る参加者がつめかけ，会場に入り切れない女子

学生が行列をつくるほどの反響を尭せた。この

ように，パソナは，社会からの大きな注目と支

うな内若手が殺げられる。

(a) 801'ド2FHこ「テンポラリーガイダンスブ汐ザ」を

開始。これは，厳しい就職戦線に蕊面する1;1:子学

さとを対象に，各穣セミナー，シンポジウムの路傍，

実務トレーニング，カウンセリンクゃなど穏広い活

動を通じて，就職支援を行う能力開発機関である。

(b)番号年Hlに「中高年能力開発研究機構j を設立。

この機構は，営利日約とした斡旋蓄基潟ではなく，

技術系，文化系のスペシャリスト集団で事務成され，

中高年者の相互交流喜子駁るとともに，各分野ごと

の研究開発，総会新惨さ旨通じてにや護憲主f・パワ…の能
力活用な目指している社会塁審f土E主体である。

(c) 81匁6fHこ「サンパティック」を設な。これは綴

く女性の能力開発を包約としたサークルである。

具体的に， 't士会人j づくりゼネラりスト」の
然爆づくりおよびリ…夕、ーの「後輩」づくりの3

つのテーマで，セミナー，イベント，カウンセリ

ング，機関総の発行，他団体との交流，サロン活

動を遜じて会長設問士のこゴミュニケーション，ネッ

トワークづくり役目指している。

(d)82年2fHこ'SCC(スタップコミュニケーション化

ンター)Jを関設。同センタ…は予告:壌の筒からス

タップを支援するために設立冬れた部門マある。

銀擦にテンポラリースタップのためのスペースが

設け6れた。そこに{上務別に冬季畿のデータが記録

されたコンビニ丸一タを殺穫し，その場ですぐ仕事

選びができるシステム?と主主っている。

ω 83年6fHこ「完全在宅勤務制度」を霊祭童話。これは，
働くだ織にとって「家庭と佼著書の南波J という議

題を解決するために設立された制度である。主主体

的に，技者言勤務者の自宅にワープロを設立して通

傍侶路3をオンライン可ナ結び，言語務内容は電話や

ブアクシミリで指示する。そして，ワープロで処

理した原稿はデータ伝送装置で発注先2こ送るとい

うもの?ある。

関7 売上の推移と?スコミの事護送件数

(f牛}

600 180 

500 

400 120 

300 90 

200 60 

100 30 

80 81 82 83 84 85 (主将

(資料) rテンポラリー白書jより作成

持のr:tでスタップ陣繋を充実，拡大し，

を急議に伸ばしてきた。売上の接移とマスコミ

の報道件数のニつのデータを取りとげてみる

と，両者の関係は!3毅然である〈関 7~~lWlノ。

この関僚の背後には，パソナが提供した人材派

遣サービスは，現fi;社会が誌面している問題に

積極的に家り態み，それらの社会開題の解決策

として認知され，評揺されていることである。

したがって，新たに形成会れた事業コンテクス

トは，パソナの人材涼遣事識を既存の人材提還

と切り離させ，それを「現代版」に変貌させ

た。製品レベルでは，人材挺選サービスはCZ1*

FZ1*Tz1の結合によって，仲介業や企業の業務請

負処理業など詑米の文脈と違った意味空間を獲

すなわち，パソナの人材派遣サーピス

は，働く場所を欲する女性や中高年者を支援す

ることによって低成長期に入った企業に新しい

柔軟な腫用形態を提案するものとして，市場に

おける独自の存在領域そ得ることができ

4.3フェ…ズIII-一事業コンセプトの呉主党itと

サービス群の出現

コンテクストに誼かれたパソナの

人材派遣事業は，急速に展開してきた。我々は，

事業展開の内務に触れる議に，まずその背後に

ある事業要素の分化に枝問する。
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図5に示すように，従来，顧客の認識は企業

という漠然たるものでしかなかったが，フェー

ズ凹に入ると，日本企業vs外国企業，大企業vs

中堅・中小企業の分類軸が生まれた。一方，機能

の要素には，人材派遣のサービスが事務的，専

門的，仲介的および教育的サービスに分化され

た。また，技術的要素も多様な分解が行われ精

撤化の方向に向かった。ネットワークの形成は，

市場を自力で開拓するか，他社と提携して行う

かの二つの方法に分けられ，また教育・訓練や採

用・登録システムが新たに構築されてきた。

このように，フェーズ凹における事業の各要

素は細胞分裂のように急速な枝別れをみせた。

パソナが多彩な事業展開を繰り広げたことは，

このような分化された各要素の多様な結合によ

るものである 11)。

11)パソナの事業展開は組織的には，子会社，合弁会社，

投資組合，事業部および教育機関など多種多様な形

態を取ったが，内容的には新しいサービスの開発と

提供という点で一致している。以下では， 85年まで

の事業展開の内容を簡単に紹介する。

(a) 80年8月に「テンポラリーエルダー」を創設。こ

れは中高年能力開発研究機関」の受け皿のーっ

として中高年層を対象とした人材派遣事業であ

る。具体的に，問機構を通じてセレクトされた中

高年者が会員推薦の形で，テンポラリーエルダー

に紹介され，サービススタッフとして登録され，

企業に派遣される。

(b) 82年8月に「トラフィツクメイト」を設立。これ

は，運輸業界の仕事の波動性を解消する目的て二

運輸業界専門に派遣業務を担当する新会社であ

る。派遣業務の範囲は運輸，貿易事務全般から，

個々の専門業務までカバーする。

(c) 83年3月にrOAメイト事業部」を設立。企業のOA
化のニーズに答えて多岐にわたる業務処理サービ

スを提供する。具体的に，教育事業インストラク

ターの派遣，オフィスの効率化に関するOAコン
サルテイング， OA機器オペレーターの派遣，フ
ロッピ一入力・プリントアウトサービス，オフィス

効率化に関するコンサルテイングなどを行ってい

る。

(d) 83年6月に「テンポラリーカレッジ」を開設。こ
れはパソナグループにおける教育事業部門であ

る。教育内容は，各種社員教育に加えて主婦再

就職大学J，「エク+ゼクティブ・セクレター養成コー

スJ，r実践ワープロ教室」などがあり，また心理

的葛藤を未然に克服するための「ストレス・マネー

ジメント・コース」や業務効率アップのための「ナ

以下においては，パソナの事業展開の内容を

要素別に分け，逐一検討することを省略し，全

体的な特徴を幾っか指摘したい。

まず，パソナの人材派遣事業は，新しいコン

テクストのもとで，その事業コンセプトを単一

のサービスではなく，サービス群の開発を通じ

て具現化されてきたといえる。「テンポラリーエ

ルダーJ，rテンポラリーカレッジJ，rブライト

キャリア」および rBellOAメイト」などは，女

性の社会進出や中高年者の再就職を支援しなが

ら，企業にテンポラリーサービスを提供しよう

とするものである(注目のa，d，g，jの項目を参

照)。すでに指摘してきたように，フェーズ Iで

開発された人材派遣サーピスは，必ずしもその

背後にある事業コンセプトの意図した通りに理

解され，位置付けられるとは限らなく，フェー

ズIIにおけるコンテクストの形成を通じて初め

ンパースキル」などと多岐にわたる。

(巴) 83年12月に「コスモスインターナショナル」を設
立。これは，元スチュワーデスのキャリアを持つ

女性を中心に構成されたスペシャリストにより，

企業の女子社員マナー教育や通訳，ナレーター，

コンパニオンといった接遇業主体の派遣事業を行

うものでもある。

(f) 例年4月に rVBPJ(ベンチャーブレインズパー

トナー)を発足。これは，大手企業27社と手を組ん
で，若者のアイデアを募集し，その中から優れた

アイデアを対象に事業化のための資金，経営ノウ

ハウ，人材の援助を行うものである。

(g) 84年5月に「ブライトキャリア」を設立。これは，
米国のユニパンス社と提携し，新日鉄の協力を得

て，大企業より依頼を受けて主に40歳から50歳ま

での聞の現役管理職クラスに対し再就職を目的と

したコンサルティング業務を行っている。

(h)例年5月に「テンポラリーエクスプレス」を設立。
これは企業聞の伝達業務である「社急使サービス」

を提供するものである。しかし，単なる配達・伝達

業務に終始するのではなし例えば録音テープを

駆使して同時に送り手のメッセージも正確に伝え

るなどのキメ細かなサービスや，各種リストの収

集から郵便物の制作，宛名書き，配送といったダ

イレクトメールなどの制作・発送業務も実施され

る。

(j)例年10月に「日本インターホノむを発足。これは，
スイスに拠点を置く国際的投資，調査コンサル

ティング会社インターホパ社と提携して，ヨー

ロツパ企業の新製品・新技術，企業売却や不動産な

どのビジネス情報を日本企業に提供し，日本の欧
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で，独自の意味領域を護持した。フェーズ聞で

れたサービス群は，この意味領域を自に

触れる形で奥現イむさせた。(臨6を参照)

次に r日本インタ…ホパ」や「グロ}パ1い

ブレインJ(註11のi，kの積目)をは己め，例年以

後急速に海外への進出を果たしたパソナは，そ

の事業展開が従来の事業コンテクストを蕗え

て r女性の社会選出」や「高難色の問題J

いて r間機化Jという新たなコンテクストが構

想、され，人材旅遣事業に結ぼれた。我々の分析

枠組から言えば，これは，謡4

プ①による事業譲簡である。

ようなルー

最後に， rVBPjや rJICJ(注目のf，lの壊

の設立は，ペンチャ…企業を育成するためのベ

ンチャーキャピタルやインキュペーターの役欝

を果たしており，人材諜遣という従来の事業コ

ンセプトの梓をはみ出す牒関をみせている。こ

れは，函4に示すようなループ②によ

持続的な成長である。

州進出企業のサポート葬祭務や，海外支底設立にと

もなう市場繍霊祭の代行から各種のコンサJレディン

グ繁華華も行う ο

や 85生存6月に fBellOAメイト」を開始。これは三井
不動産設販売と東芝情報機著書と協力しでできたもの

で，分譲マンシ習ンの一角にワープロの集中処緩

ができるスペースを殺げ，入居者の主総がそとで

働けるようにした商期的な試みである。また，こ

こではワープロ勤務だけではなし悶マンション

内の主婦を対象にした「女性再就職講座」や「能

力開発講座j も警護く。

(k) 85匁12Rに「グローパルプレイン」そ設立。これ

は，人材および職業紹介多義務と国際的視野に立っ

たエグゼクティブ・サーチ薬務会中心としている。

前者は，緩営管理能力に優れた人材や先端技術を

持つ人材を中堅企業や成長性のあるベンチャー企

雲震に紹介し，後者は，後日外資系企業や校本への

滋出を目指す外資系企業，あるいは遂に外関への

途上旬そはかる日本企業に対して鱈広い職業紹介を

手掛砂る。

(I) 85年12月につICJ(ジャパン・インキュベーシ調

ン・キャピタル)を創設。JICiふパソナ在中心とす
る異業種のペンチャ…企業7社の発起人と，大手

銃器予企業8殺の賛同校得て，スタートアップまも
会いシード会社や，有懇なアイデアや技術によっ

てこれから務員長化しようとする人そ対象にして，

資金の提供のみならず，ノウハウ舎を伝えていくた

めに畿支された投資組合でるる。

このように，パソナは，ループ告とループ②

じて従来の人材派遣会社から間際的な人材

ーディネーターへと，新たな変身を遂げ

つつある。

V.結び

本稿において，独自の分析枠組に基づいて，

パソナの人材派遣事業的製造と展開のプロセス

を分析してきた。本節では，以上の考察と事例

研究の結果より得られた結論およびその研究上

における意義を述べ結びとする。

第ーに，新しい事業は，事業コンセプトの確

事業コンテクストの形成およ コンセ

プトの具現化の3つのフェーズを選じて創渚さ

れ，援関される。事業コンセプトは，

となる部分を形或するものである。それを特定

と結び付けることは，事業コンテク

ストの形成である。ケーススタディで萌らかに

なったように，新しい事業の鎖造と焼聞のプロ

セスの中で議襲なブアクターとしては，事業コ

ンセプトの礎立だけではなく，事業コンテクス

トの形成も挙げられる。企業に必要警なときだけ，

必要な人材を提供する，というパソナの人材派

コンセプトは，その提供される機能，

用いられる技街，対象となる顧客の各要素が明

白であっても，その意味や意欝はコンテクスト

に強く後存している。パソナは，人持派議事業

会「女性の社会選出」や「高欝者社会の到来」

などの社会背景と関連付げようとした一連の試

みによって，独自 コンテクストを形成し

てきた。そのコンテクストの中で，パソナの人

材援活撃事業は，話来の仲介業や企業の業務請負

処理業から設茂し，企業と主諦，中高年表の寓

とって望ましい柔軟的な雇用形態を提供す

るものとして評価され，市場に援をおろしてき

た。パソナの事業展開のプ口々スを分析するに

当たっては，事業コンテクストの形成を抜きに

しては不可能であるし，パソナが人材課議事業

のイノベーターとして成功してきた背後には，
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事業コンテクストの形成に負うところが大きい

ことは，事例研究を通じて明らかになった。

事業展開におけるコンテクスト形成の重要性

の指摘は，企業家活動の理論構築に一定の示唆

を与えるであろう。企業家活動についての既存

の文献では，事業創造が企業家のアイデアから

始まり，内部資源の蓄積や外部資源の利用を通

じて達成されるという文脈で議論が展開されて

きた。しかし，このような捉え方は，アイデア

の事業化の問題を説明し得ても，事業の創造と

展開のプロセスにおける企業家の役割の全体を

分析するのに不十分である。とくに，パソナの

人材派遣事業のようなニュービジネスの多く

は，それ以前にすでに他の企業によって行われ

ていた。我々がこれらを「ニュー」と呼ぶ、のは，

事業がすでに存在しているか否かというより

も，事業に対する新しい取組み方やその新しい

社会効果などの面から判断するわけである。換

言すれば，このようなケースを分析するに当

たって，事業コンセプトの問題は勿論重要であ

るが，事業コンテクストの形成の問題は，重視

されるべきであろう。

また，事業コンセプトと事業コンテクストを

明白に区別することは，既存の事業戦略理論に

対して新たな分析視点の提起として有益である

ように思われる。事業戦略理論は，ドメイン(事業

領域)をいかに定義するかを中心に論じられて

きた。Abell(1980)が3次元の定義の考え方を指

摘して以来，多くの議論が重ねられてきた。しか

し，このような視点から， ドメインを定義する

ことは，顧客，機能および技術の三つの要素に

ついてどの範囲までを事業の領域とするかを決

定しうるが，事業を社会にいかに位置付けるか

を示唆していない。本稿の考察からいえば， ド

メインの定義は，事業活動の内容とその意味の

二つの側面についての決定が含まれる。前者は，

誰に何をいかに提供するかの事業の核となる内

容を決定するのに対して，後者は，その内容を

特定の社会背景と関連付けてそれに特定の意味

を与える。すなわち，両者は事業コンセプトの

確立と事業コンテクストの形成に他ならない。

両者を分けてドメインの問題を考える必要性

は，次の 2点にある。一つは，事業コンセプト

が同じであっても，コンテクストの再形成に

よってドメインの変化はあり得る，ということ

である。パソナが人材派遣事業を「女性の社会

進出J，，-高齢者社会の到来」に続いて，-国際化」

という社会背景と結び付けることによって新た

な事業展開を成し遂げてきたことは，この点の

一つの例である。もう一つは， ドメインの定義

は，一時点での意思決定の問題というよりも，

ダイナミイックなプロセスを通じた意思決定の

結果であると見なされるべきであろう，という

ことである。とくに，パソナのような新しい事

業の創造に際しては， ドメインは，事前に決定

されるというよりも，異なるフェーズからなる

プロセスを通じて定義される。そのプロセスに

着目してドメインの問題を論じる際に，事業コ

ンセプトとコンテクストの相違に焦点を合わせ

る必要があろう。

第二に，新しい事業は，事業と製品の相互作

用の中で創造され，展開される。事業と製品は

異なるレベルの概念とはいえ，両者とも顧客，

機能および技術の三つの要素から構成される。

要素の分化と結合のプロセスの中で，事業レベ

ルでは，事業コンセプトやコンテクストが形成

される。製品レベルでは，新製品や製品群の出

現を通じて事業コンセプトが具現化されてい

く。パソナのような事業創造と展開のケースを

対象に，このような分析視点からアプローチす

ることは，従来の研究と比較して製品群の出現

のメカニズムをある程度説明できるという利点

があると考えられる。既存のイノベーション理

論は，製品開発に関する数多くの成果を蓄積し

たものの，製品群の開発については，ほとんど

言及していない。本研究は，この点で今後の研

究に新たな可能性を示唆している。

本稿で提示された分析枠組は，他のニュービ

ジネスのケースにも適用可能と思われる。ただ

い多数のケースを浅く分析するよりも，限定
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されたケースを濃密に記述し，経時的に分析す

ることの方が，より多くの洞察が得られると思

われるので，他のケースについての言及は，本

稿では意図的に避けた。このような研究と記述

方法を選択するのは，上記のモデル4の前提に

立脚しているからである。すなわち，経営活動

を含む社会現象は，人間の意識から生み出され

たものである。したがって，新しい意図や意味

に起因したより突出した現象を分析する方が理

論を深めるとともに，実践に適用するためにも

より有効であるように思われる。
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